
1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ①③④⑤⑪

→ なし

健康福祉局北部発達相談支援センター

①行動障害研修「基礎編」：行動障害を持つ障害児者を支援する際におさえておくべ
き基本的な知識や考え方について、講義形式で学ぶ研修。全2回。受講者数延べ125
名(1回目72名、2回目53名）。
②行動障害研修「事例検討会」：障害児者の支援に取り組む相談支援事業所の職員
が、事例について話題提供。グループワークによる検討や意見交換を通して実践力を
身に着ける研修。全3回。受講者数延べ66名（1回目21名、2回目24名、3回目21
名）。
③相談支援事業所ヒヤリング：本事業について見直し、次年度以降の研修計画立案の
参考とするため、いくつかの相談支援事業所職員から現状・課題・要望等を聴取。

5
重点施策「人材・コー
ディネーターの育成」
の推進に対して

（１）貢献できたこと

上記①②の研修を通して、受講者が行動障害のある障害児者支援についての基本的な
知識を習得し、様々な事業所がネットワークを形成する土台づくりに貢献することが
できた。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

基礎編については、新任職員や経験年数の短い職員を主たる対象として、定期的・継
続的に実施することで、支援スキルの底上げを図ることができる。
事例検討会については、一定の効果は認められるものの、座学によるスキルアップの
限界という点が課題である。
また、行動障害のある障害児者の安定した地域生活を阻む要因の一つに、本人の状態
を見極め適切に対応できる人材の不足が挙げられる。
以上を踏まえ、次年度以降も従来の研修を継続しつつ、より実践に役立つ研修を企画
する。

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策①人材・コーディネーターの育成」　平成26年度自己評価シート

　地域における保健福祉活動を活性化するためには、リーダーの育成やスキルアップの機会が必要です。震
災時においては、地域の核となるリーダーの存在が迅速な支援活動につながったといわれています。また、
制度の狭間にある複雑な生活課題が増加しており、そのような課題に対応するためには、関係者・関係機関
等との連携を図るコーディネーター（コミュニティソーシャルワーカーなど）が必要です。効果的な講座や
研修を開催し、人材・コーディネーターの育成を推進します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p48より抜
粋】

２　行動障害のある障害児者支援者養成研修

行動障害のある障害児者に対して、地域で関わっている支援者の支援力向上と支援
ネットワークの構築に向けた取り組みを泉区に開設された第二自閉症児者相談セン
ター（なないろ）と協働で行う。

受講者の目的が明確であり、意識も高かったこと。
第二自閉症児者相談センターと地域の相談支援事業所との良い関係が築かれる中で、
センターのコーディネート機能が有効に働きつつあること。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名 担 当 課 名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ①③④⑤⑩⑪

→ なし

関係機関が連携して障害者相談支援を行うとともに、地域における支援困難事例に適
切に対応するため、事業者、行政等関係機関の支援ネットワークの強化や、地域の社
会資源の改善および開発を推進する自立支援協議会の設置に向けた取り組みを進め
る。

区内の相談支援事業所や社会福祉協議会、区役所等の関係機関が区ごとに定期的に集
まり、障害者福祉における現状や課題について意見交換を行い、各機関の取組みに反
映させている。また、１事業所だけでは適切な相談支援の提供が困難な場合には、事
例検討等を行い支援方針の確認や見直し等を行っている。
○会議の開催　開催回数90回　延参加者数1,006人
○事例検討の開催　開催回数58回　延参加者数860人　検討した事例の延件数100
件

5
重点施策「人材・コー
ディネーターの育成」
の推進に対して

（１）貢献できたこと

・各相談支援事業所が相談支援の提供に困難を感じている事例について、他事業所や
関係機関と事例検討等を行うことにより、相互に学び合い、支援の質を向上すること
ができた。また、新たに相談支援を行う事業者や相談支援事業所以外の機関にも参加
を呼びかけ、より多くの機関の支援者の参加を得ることができた。
・複数事業所での協働支援等の実施により、相談支援従事者のスキルアップにつな
がった。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

・平成27年度から設置する区自立支援協議会のなかで、新たに相談支援を行う事業
者を含めた意見交換や事例検討等の取組みを継続的に実施していくとともに、参加者
の増加に対応できるグループワークの手法を検討する。
・各機関の強みを明らかにし、強みを生かした協働支援を展開していく。
・このような取組みを担うコーディネーターの養成は、障害者ケアマネジメント従事
者養成研修とも連動しながら行う。

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策①人材・コーディネーターの育成」　平成26年度自己評価シート

　地域における保健福祉活動を活性化するためには、リーダーの育成やスキルアップの機会が必要です。震
災時においては、地域の核となるリーダーの存在が迅速な支援活動につながったといわれています。また、
制度の狭間にある複雑な生活課題が増加しており、そのような課題に対応するためには、関係者・関係機関
等との連携を図るコーディネーター（コミュニティソーシャルワーカーなど）が必要です。効果的な講座や
研修を開催し、人材・コーディネーターの育成を推進します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p48より抜
粋】

３　障害者の相談支援体制推進事業

・会議や事例検討の目的、具体的な方法は参加者が主体的に決定し、随時見直しを図
りながら、効果的な会議となるよう配慮している。
・参加者の業務時間に合わせ、参加しやすい開催時間を設定している。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）

健康福祉局障害者支援課



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名 担 当 課 名

4 平成2６年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ①②③④⑥⑦⑧⑨⑪

→ －

学校・企業・地域団体を対象に、認知症を理解し支え手となるための講座を開催する
とともに、認知症サポーター養成講座の講師役となるキャラバンメイトを養成するた
めの講座を開催する。

認知症を理解し支え手となるための「認知症サポーター」の養成講座、及び認知症サ
ポーター養成講座の講師役となる「キャラバンメイト」の養成講座を実施した。
○認知症サポーター養成講座　開催回数：213回　受講人数：7,840人
○キャラバンメイト養成講座　開催回数：1回　受講人数：45人

5
重点施策「人材・コー
ディネーターの育成」
の推進に対して

（１）貢献できたこと

・厚生労働省の「認知症サポーター100万人キャラバン」の一環として平成17年よ
り活動を行っており、平成26年度は、認知症サポーター養成講座については、企
業・団体・事業所の受講人数が2,795人、学校関係が人1,449人となっており、地
域の多様な関係者をサポーターとして育成することで、認知症の方を支える仕組みづ
くりに貢献できた。
・キャラバンメイト養成講座についても26年度で45名が受講、総計517名とサ
ポーター養成講座の講師役の人材育成が進んでいる。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

・認知症サポーター養成講座を受講された方に対するフォロー体制の構築が課題と
なっており、サポーター向けのフォローアップ講座を引き続き開催するほか、サポー
ター養成講座受講後の具体的な活動方法等について適切な支援ができるよう、検討を
行っていく。

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策①人材・コーディネーターの育成」　平成26年度自己評価シート

　地域における保健福祉活動を活性化するためには、リーダーの育成やスキルアップの機会が必要です。震
災時においては、地域の核となるリーダーの存在が迅速な支援活動につながったといわれています。また、
制度の狭間にある複雑な生活課題が増加しており、そのような課題に対応するためには、関係者・関係機関
等との連携を図るコーディネーター（コミュニティソーシャルワーカーなど）が必要です。効果的な講座や
研修を開催し、人材・コーディネーターの育成を推進します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p48より抜
粋】

４　認知症サポーター養成講座及びキャラバンメイト養成研修

・認知症の普及啓発活動については、地域包括支援センターが地域の関係団体等に対
して受講の動機付けを進めているほか、教育局と連携し、小中学校へサポーター養成
講座の案内文書を送付する等の周知を行った。
・庁内向けには、職員研修プログラムの中に認知症サポーター養成講座を組み込んで
実施する等の工夫を行った。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）

健康福祉局介護予防推進室



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ⑤、⑥、⑦、⑧、⑨

→ なし

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策①人材・コーディネーターの育成」　平成26年度自己評価シート

　地域における保健福祉活動を活性化するためには、リーダーの育成やスキルアップの機会が必要です。震
災時においては、地域の核となるリーダーの存在が迅速な支援活動につながったといわれています。また、
制度の狭間にある複雑な生活課題が増加しており、そのような課題に対応するためには、関係者・関係機関
等との連携を図るコーディネーター（コミュニティソーシャルワーカーなど）が必要です。効果的な講座や
研修を開催し、人材・コーディネーターの育成を推進します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p48より抜
粋】

5　介護予防運動サポーター養成研修およびスキルアップ研修

高齢者が住みなれた地域で介護予防に取り組めるよう、住民参加による介護予防に取
り組む自主グループの企画・運営を行うボランティア（介護予防運動サポーター）の
育成や、その質の維持・向上のための研修を実施する。

健康福祉局介護予防推進室

地域包括支援センター、仙台市健康増進センター、保健福祉センターで連携し、介護
予防サポーター養成講座およびスキルアップ研修の開催を通じ、自主グループの立ち
上げや活動の支援を行った。平成26年度は23カ所の自主グループ育成に繋がり、市
内の自主グループ数が170カ所となった。
○介護予防サポーター養成講座
・追加サポーター養成講座　　　講座実施回数：15回　　延参加人数：451名
・新規サポーター養成講座　　　講座実施回数：59回　　延参加人数：814名
○スキルアップ研修　　　研修実施回数：30回　　延参加人数：994名

5
重点施策「人材・コー
ディネーターの育成」
の推進に対して

（１）貢献できたこと

地域における自主グループ活動のリーダーやコーディネーターを担うサポーターを養
成することで、住民が地域の中で互いに支え合いながら楽しく体を動かし、交流の場
として自主グループ活動を継続しており、地域における保健福祉活動の活性化に繋げ
ることができた。また、応急仮設住宅で運動支援の活動を行っているサポーターもお
り、幅広く介護予防の普及・啓発を実施できている。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

介護保険法の改正に伴い、地域での住民活動がますます重要とされている。自主グ
ループ活動においては、核となる住民の発掘やモチベーションの維持等のサポートが
必須であるが、サポーター自身の高齢化等により、活動が継続できず、それに伴いグ
ループ活動自体の維持も困難となる課題がある。関係機関と連携し、それらの課題解
決に向けた仕組みを検討しながら、当事業を継続していく。

地域における自主グループ活動の活性化に向け、地域包括支援センターが地域の状況
を把握し、仙台市健康増進センターや区保健福祉センターとの連携の上、適切な研修
が受けられるよう、調整・支援している。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名 担 当 課 名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ⑧⑪

→ なし

自主防災組織が災害時に機能し、住民の安全が確保されるよう、実技・実習を充実さ
せた本市独自の講習カリキュラムによる養成講習を実施するほか、講習修了者の防災
活動を支援するため、活動発表会等の開催によるネットワークづくりを行うなどによ
り、地域防災リーダーの育成を推進する。

平成26年度は全市において195名の仙台市地域防災リーダーを養成した。

5
重点施策「人材・コー
ディネーターの育成」
の推進に対して

（１）貢献できたこと

自主防災組織における防災・減災活動の中心として活躍できる人材を育成することが
できた。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

仙台市地域防災リーダーの養成とともに、
地域で活動しやすいようフォローアップしていく。

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策①人材・コーディネーターの育成」　平成26年度自己評価シート

　地域における保健福祉活動を活性化するためには、リーダーの育成やスキルアップの機会が必要です。震
災時においては、地域の核となるリーダーの存在が迅速な支援活動につながったといわれています。また、
制度の狭間にある複雑な生活課題が増加しており、そのような課題に対応するためには、関係者・関係機関
等との連携を図るコーディネーター（コミュニティソーシャルワーカーなど）が必要です。効果的な講座や
研修を開催し、人材・コーディネーターの育成を推進します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p48より抜
粋】

６　地域防災リーダーの育成の推進

平成26年度の仙台市地域防災リーダー養成事業において、前年度までに認定したＳ
ＢＬとの連携をはじめ、町内会や消防局、区役所からの協力を得ることができた。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）

危機管理室減災推進課



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名 担 当 課 名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ①②③④⑧⑨⑩⑪

→ なし

市民自らが地域課題に向き合い、住み良いまちづくりにともに取り組むことができる
よう、市民センターにおいて地域の多様な活動を担う人材の育成や地域の諸団体と関
係機関とのコーディネート、地域情報の収集・提供などを行う。

市民が参画・協働し、地域と連携しながら地域課題を発見、解決につなげる事業を実
施した。成果報告会を開催して，事業の成果やノウハウ等を市民センター職員で共有
し，コーディネート機能の強化を図った。
　地域づくりを牽引する人材を育成するため、地域で活動する市民等を対象に地域課
題の把握や解決、地域の魅力の向上等における知識やスキルの習得を目的とした講座
を開催した。
平成26年11月にシステム更新を行い、新しい「市民センターホームページ」の運用
を開始した。

5
重点施策「人材・コー
ディネーターの育成」
の推進に対して

（１）貢献できたこと

市民が参画・協働し、地域と連携しながら地域課題を発見、解決につなげる事業等を
通して、地域づくりを牽引する人材の育成が図られた。併せて事業の成果やノウハウ
等を共有することで、市民センター職員のコーディネート機能の強化等、スキルアッ
プにつながった。
新しい「市民センターホームページ」の運用により、閲覧者がより見やすく、わかり
やすいデザインとなり、講座の検索も容易にできるようになった。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

市民が参画・協働し、地域と連携しながら地域課題を発見、解決につなげる事業を継
続し、地域づくりを牽引する人材の育成を図っていく。併せて、地域の諸団体と関係
機関とのコーディネイト、地域情報の収集・提供等について市民センター職員のスキ
ルアップを図っていく。
　「市民センターホームページ」の運用を継続し、閲覧者、利用者増加へつなげてい
く。

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策①人材・コーディネーターの育成」　平成26年度自己評価シート

　地域における保健福祉活動を活性化するためには、リーダーの育成やスキルアップの機会が必要です。震
災時においては、地域の核となるリーダーの存在が迅速な支援活動につながったといわれています。また、
制度の狭間にある複雑な生活課題が増加しており、そのような課題に対応するためには、関係者・関係機関
等との連携を図るコーディネーター（コミュニティソーシャルワーカーなど）が必要です。効果的な講座や
研修を開催し、人材・コーディネーターの育成を推進します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p48より抜
粋】

７　市民センターによる地域づくり支援事業

学校等、関係機関との相互連絡を密に行うことにより、事業の周知につとめることで
スムーズな連携ができた。「市民センターホームページ」による情報発信が継続され
ている。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）

教育局生涯学習支援センター



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成２６年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ①②③④⑦⑧⑨⑩⑪

→ なし

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策①人材・コーディネーターの育成」　平成26年度自己評価シート

　地域における保健福祉活動を活性化するためには、リーダーの育成やスキルアップの機会が必要です。震
災時においては、地域の核となるリーダーの存在が迅速な支援活動につながったといわれています。また、
制度の狭間にある複雑な生活課題が増加しており、そのような課題に対応するためには、関係者・関係機関
等との連携を図るコーディネーター（コミュニティソーシャルワーカーなど）が必要です。効果的な講座や
研修を開催し、人材・コーディネーターの育成を推進します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p48より抜
粋】

8　地域支援推進のためのコミュニティソーシャルワーカーの育成強化

地域の実態把握、住民組織同士のコーディネートや各関係機関との連絡調整などを通
して、住民が地域の福祉課題に主体的・組織的に取り組む支援をしていくための専門
職（コミュニティソーシャルワーカー）を育成する。

健康福祉局社会課・仙台市社会福祉協議会

ＣＳＷを各区社会福祉協議会に配置（実施体制：統括ＣＳＷ、ＣＳＷ、補助職員）
・復興公営住宅が建設される地域を「重点支援地区」として、見守り・支え合い体制
づくりに向けた取り組みを実施（サロン活動立ち上げ支援、支援者連絡会議の開催支
援など）
・ＣＳＷ実践者研修会の実施（3回）
・担当者連絡会等開催（事例検討、情報交換など　計９回）

5
重点施策「人材・コー
ディネーターの育成」
の推進に対して

（１）貢献できたこと

・ＣＳＷが復興公営住宅整備地区へ積極的に出向き、地域における支援者のネット
ワークづくりや、具現化に向けたアドバイス、区関係課との連携のための調整等を
行ったことにより、地域の特性に応じた住民主体による取り組みが進められた。ま
た、支援ネットワーク形成の先行事例を学ぶ機会のコーディネートなどにより、経験
や知恵を共有する場づくりへの支援もニーズに応じて行った。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

・ＣＳＷによる活動実績や成功事例を積み上げ、支援活動のノウハウや手法を標準化
し、今後の地域支援における人材育成に活用可能な体系化を目指す。
・引き続きＣＳＷが地域主体の取り組みを支援し、地域における担い手をエンパワメ
ントしながら、担い手の裾野を広げていく。

ＣＳＷが復興公営住宅整備地区へ積極的に出向き、地域における支援者のネットワー
クづくりや、支援策の具現化に向けたアドバイス、区関係課との連携のための調整等
を行ったことにより、地域の特性や支援ニーズに応じた多様な主体との連携を軸に、
住民主体による取り組みが進められている。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名 担 当 課 名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ③

→ ①

→ ②④⑦⑧⑨

→

地域の活動を支援する人材確保を目的としてボランティア講座を開催し、活動の意義
や心構えについて理解を深めるとともに必要な技術、知識を習得する。

○青葉区　　①地域のボランティア育成講座　２８名
　　　　　　②認知症サポーター養成講座　　77名
○宮城支部　①子育てボランティア入門講座　２５名
　　　　　　②傾聴ボランティア入門講座　　６６名
○宮城野区　みんなでボランティア体験講座　９名
○若林区　　カードで学ぶ防災　３５名
○太白区　　地域のボランティア実践講座　講義及び情報交換2回54名
〇泉区　　　ゲームで学ぶ防災　2回　９５名

5
重点施策「人材・コー
ディネーターの育成」
の推進に対して

（１）貢献できたこと

　それぞれの担当区域である地域の実状を踏まえ、それらの状況に応じた内容の講座
を開催することにより、その地域に必要な人材の育成に貢献することができた。
　また、参加者においては、それぞれの講座等の参加を通じ、顔の見える関係づくり
や情報交換等による新鮮な情報の獲得、新たな気づきなどがあり、今後の活動におけ
る知識や技術の向上に寄与できた。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

　状況により地域の実態に応じた人材の育成が必要である。これらの把握と検討を進
めるためには、地区社会福祉協議会、民生委員児童委員、町内会、学校、社会貢献活
動に興味関心のある会社等より多くの地域の方々の協力が必要である。このようなこ
とから、各区のボランティアセンター担当者、区社会福祉協議会の地域福祉担当職員
が連携し進めていく。

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策①人材・コーディネーターの育成」　平成26年度自己評価シート

　地域における保健福祉活動を活性化するためには、リーダーの育成やスキルアップの機会が必要です。震
災時においては、地域の核となるリーダーの存在が迅速な支援活動につながったといわれています。また、
制度の狭間にある複雑な生活課題が増加しており、そのような課題に対応するためには、関係者・関係機関
等との連携を図るコーディネーター（コミュニティソーシャルワーカーなど）が必要です。効果的な講座や
研修を開催し、人材・コーディネーターの育成を推進します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p48より抜
粋】

９　地域のボランティア育成講座

　各区・宮城支部それぞれにおいて、前年度の実施状況についての振り返りを行なう
とともに、事務所内における検討会や情報交換の場を設けるなどして、地域の状況等
に応じた内容の事業を企画立案した。また、広報においては、ボランティア団体、学
校、民生児童委員、町内会、地区社会福祉協議会等との連携により、幅広く周知する
ことができた。また、参加者の皆様には、ボランティア活動について、有意義な学び
の機会を提供することができた。
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6

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）

仙台市社会福祉協議会



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成25年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 →

→

→

→

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策②話し合う場づくり」　平成26年度自己評価シート

　地域の生活状況は、住民の人口や世代構成、コミュニティの状況、団体や施設といった地域資源など、地
域によって千差万別であり、地域の保健福祉に関する課題やその解決方法は、地域によって異なります。
地域保健福祉を推進するためには、日頃から地域のつながりが密な地域は、震災時においても支援がスムー
ズであったことからも、地域ごとに、地域住民や地域で活動する関係者が集まって、課題を把握・共有した
り、解決に向けた話し合いを行ったりするための場づくりが重要です。
　そのような場は、日頃から地域の連携を密にしたり、それぞれの活動を知ることで地域ごとの課題解決の
仕組みづくりを構築したり、地域のコーディネーターを発掘する場などにもなります。
　地域への関心を高め、活動や連携のきっかけとなるような、地域住民や地域で活動する関係者が集まって
課題を話し合う場づくりを促進します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p55より抜粋】

10　住民座談会の開催

地域住民や地域で活動する関係者が集い、課題の把握・共有、課題解決に向けた話し
合い等を行う「住民座談会」を開催する。地域の企業や施設など、幅広い関係者への
参加を呼びかけ、潜在的な地域資源の開発を促進する。また、地域が主体的に開催す
るための開催手法のアドバイスなど、開催のための支援を行う。

健康福祉局社会課

※2６年度実績なし
市主催の「住民座談会」は実施していないが、復興公営住宅建設予定地域における支
援者会議の開催など、地域主体での課題解決に向けた話し合いが積極的に行われてい
る状況にある。
今後はＣＳＷの活動において、地域主体の取り組みを支援していく。

5
重点施策「話し合う場
づくり」の推進に対し
て

（１）貢献できたこと

（２）課題と今後の取り組みの方向性

第3期地域保健福祉計画策定のプロセスにおける課題抽出の手法として、住民座談会
に代えて復興公営住宅支援者会議や災害時要援護者支援体制構築などの地域における
取り組みへの参画を予定。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名 担 当 課 名

4 平成25年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ①③④⑤⑩⑪

→ なし

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策②話し合う場づくり」　平成26年度自己評価シート

　地域の生活状況は、住民の人口や世代構成、コミュニティの状況、団体や施設といった地域資源など、地
域によって千差万別であり、地域の保健福祉に関する課題やその解決方法は、地域によって異なります。
地域保健福祉を推進するためには、日頃から地域のつながりが密な地域は、震災時においても支援がスムー
ズであったことからも、地域ごとに、地域住民や地域で活動する関係者が集まって、課題を把握・共有した
り、解決に向けた話し合いを行ったりするための場づくりが重要です。
　そのような場は、日頃から地域の連携を密にしたり、それぞれの活動を知ることで地域ごとの課題解決の
仕組みづくりを構築したり、地域のコーディネーターを発掘する場などにもなります。
　地域への関心を高め、活動や連携のきっかけとなるような、地域住民や地域で活動する関係者が集まって
課題を話し合う場づくりを促進します。〔支え合いのまち推進プランp55より抜粋〕

１１　障害者の相談支援体制推進事業

関係機関が連携して障害者相談支援を行うとともに、地域における支援困難事例に適
切に対応するため、事業者、行政等関係機関の支援ネットワークの強化や、地域の社
会資源の改善および開発を推進する自立支援協議会の設置に向けた取り組みを進め
る。

区内の相談支援事業所や社会福祉協議会、区役所等の関係機関が区ごとに定期的に集まり、障
害者福祉における現状や課題について意見交換を行い、各機関の取組みに反映させている。ま
た、１事業所だけでは適切な相談支援の提供が困難な場合には、事例検討等を行い支援方針の
確認や見直し等を行っている。
○会議の開催　開催回数90回　延参加者数1,006人
○事例検討の開催　開催回数58回　延参加者数860人　検討した事例の延件数100件

5
重点施策「話し合う場
づくり」の推進に対し
て

（１）貢献できたこと

・障害者福祉に関する地域の情報を共有し、必要に応じて地域生活支援ネットワーク会議（整
理番号96）におけるテーマとして取り上げ、地域の福祉に関係する機関と課題の共有や研修
会の開催等の取組へと発展させることができた。
・相談支援事業所や区役所等の関係機関が集まり、個別支援のあり方について検討している
が、参加者が主体的に運営することで、課題に応じて参加を関係機関に呼びかけることがで
き、より多くの支援者による話し合いの場を設けることができた。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

・平成27年度から設置する区自立支援協議会のなかで、新たに相談支援を行う事業者を含め
た意見交換や事例検討等の取組みを継続的に実施していくとともに、参加者の増加に対応でき
るグループワークの手法を検討する。
・地域にある様々な情報の有効活用や障害者の住まいの場等、区ごとに把握された課題がある
ことから、関係機関との協働により話し合う場の必要性の検討等を行っていく。

健康福祉局障害者支援課

・会議や事例検討の目的、具体的な方法は参加者が主体的に決定し、随時見直しを図りなが
ら、効果的な会議となるよう配慮している。
・目的に合わせた会議資料を参加者自らが作成したり、必要に応じて関係機関に参加を呼び掛
けるなどの工夫により、議論が深まるよう配慮している。
・参加者の業務時間に合わせ、参加しやすい開催時間を設定している。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩⑪

→ なし

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策②話し合う場づくり」　平成26年度自己評価シート

　地域の生活状況は、住民の人口や世代構成、コミュニティの状況、団体や施設といった地域資源など、地
域によって千差万別であり、地域の保健福祉に関する課題やその解決方法は、地域によって異なります。
地域保健福祉を推進するためには、日頃から地域のつながりが密な地域は、震災時においても支援がスムー
ズであったことからも、地域ごとに、地域住民や地域で活動する関係者が集まって、課題を把握・共有した
り、解決に向けた話し合いを行ったりするための場づくりが重要です。
　そのような場は、日頃から地域の連携を密にしたり、それぞれの活動を知ることで地域ごとの課題解決の
仕組みづくりを構築したり、地域のコーディネーターを発掘する場などにもなります。
　地域への関心を高め、活動や連携のきっかけとなるような、地域住民や地域で活動する関係者が集まって
課題を話し合う場づくりを促進します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p55より抜粋】

１２　地域包括支援センターによる担当圏域包括ケア会議の開催

地域包括支援センターが担当する圏域において、地区の保健福祉医療関係者で構成す
る会議を設け、支援の必要な高齢者に関する情報交換や支援方法に関する検討会等を
行う。

健康福祉局高齢企画課

49の地域包括支援センターにおいて、103の圏域で158回のケア会議を開催した。

5
重点施策「話し合う場
づくり」の推進に対し
て

（１）貢献できたこと

・担当圏域包括ケア会議の開催により、地区の保健福祉医療関係者が話し合う場をつ
くることができた。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

・担当圏域包括ケア会議の役割・機能等を見直し、平成27年度から実施予定の「地
域ケア会議」のスキームの中に位置づける。

・地域包括支援センターは設置以来、一貫して地域に根差した活動を継続しており、
地域関係者との個別の関係づくりを行ってきた結果、関係者が一堂に会する担当圏域
包括ケア会議を開催できる状況となっている。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ③

→ ①

→ ①②③④⑥⑦⑧⑨⑩

→ なし

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策③地域内の見守り・支え合いの促進」　平成26年度自己評価シート

　地域住民一人ひとりが、日頃から地域内のつながりを大切にし、できることから取り組んでいくことが大
切です。ごみ出しや買い物の手伝い、少しの間子どもを預かること、孤立しがちな人の話し相手になること
など、一つひとつの手助けが、地域保健福祉を推進していくための大切な活動です。
　本市では、市社会福祉協議会と地区社会福祉協議会が連携して、地域住民の組織的な見守り・支え合い活
動である「小地域福祉ネットワーク活動」を実施しています。
　また、地域住民相互の支え合い・助け合いの活動を、より効果的に行うことができるよう、「新たな避難
所運営マニュアルの作成」等の取り組みを通して、支援を必要とする方に支援が行き届く仕組みや、支援活
動の継続的・安定的な運営の仕組みづくりを推進します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p60より抜粋】

１３　地区社会福祉協議会による小地域福祉ネットワーク活動

高齢者、障害者等支援を必要とする方が、住み慣れた地域で自立した生活が送れるよ
う、地区社会福祉協議会が実施主体となり、町内会、民生委員、ボランティア団体等
の福祉活動団体と連携して、見守り等の安否確認活動や、サロン、買い物支援等の生
活支援活動を行う。

仙台市社会福祉協議会

市内104地区社会福祉協議会において、見守り等の安否確認、茶話会などのサロン
活動、日常の助けあいとして日常生活支援活動を実施した。

※H26年度の実施回数等のデータは集計中。

5
重点施策「地域内の見
守り・支え合いの促
進」の推進に対して

（１）貢献できたこと

見守り活動を基本とし、身近に相談できる安心感の提供や、より気軽に参加できるよ
う、対象者や地域性に合わせた様々な工夫を取り入れたサロンやイベントを開催し、
地域住民の交流の場を提供するなど、住民同士の日常的な支え合い、助け合いの体制
づくりを進めることができた。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

様々な課題を抱える要援護者に対して、ニーズに対応する必要な支援を提供していく
ために活動の充実を図っていく必要がある。復興公営住宅地域での見守り活動などの
展開や、地域包括ケアシステムなど福祉制度の改正など、今後の地域福祉の動向を見
据えた支援や役割を検討していく必要がある。

それぞれの地区内で、民生委員児童委員や町内会、ボランティア団体や学校等と連携
して活動を進めている。また、地域で対応が難しい困難ケースなどについては、地域
包括支援センターや福祉施設、行政等につなぐなど、ニーズキャッチとコーディネー
トをする役割も果たしている。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成2６年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ③

→ ③

→ ④⑦

→ なし

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策③地域内の見守り・支え合いの促進」　平成26年度自己評価シート

　地域住民一人ひとりが、日頃から地域内のつながりを大切にし、できることから取り組んでいくことが大
切です。ごみ出しや買い物の手伝い、少しの間子どもを預かること、孤立しがちな人の話し相手になること
など、一つひとつの手助けが、地域保健福祉を推進していくための大切な活動です。
　本市では、市社会福祉協議会と地区社会福祉協議会が連携して、地域住民の組織的な見守り・支え合い活
動である「小地域福祉ネットワーク活動」を実施しています。
　また、地域住民相互の支え合い・助け合いの活動を、より効果的に行うことができるよう、「新たな避難
所運営マニュアルの作成」等の取り組みを通して、支援を必要とする方に支援が行き届く仕組みや、支援活
動の継続的・安定的な運営の仕組みづくりを推進します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p60より抜粋】

１４　仙台すくすくサポート事業

育児の援助を受ける方（利用会員）と育児の援助を行う方（協力会員）が会員となっ
て行う市民相互の育児援助活動（有償ボランティア活動）で、会員登録や仲介等を仙
台すくすくサポート事業事務局が行う。

子供未来局子育て支援課

利用会員：3,138人，協力会員：441人，両方会員：138人
9,924件の援助活動件数であった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成27年3月31日現在）

5
重点施策「地域内の見
守り・支え合いの促
進」の推進に対して

（１）貢献できたこと

育児の援助を受ける方（利用会員）と育児の援助を行う方（協力会員）が、相互の信
頼関係のもとに、地域ぐるみでの子育て支援活動を行うことができた。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

育児の援助を受ける方(利用会員)の増加、援助活動件数の伸びに対して、育児の援助
を行う方（協力会員）の担い手が不足しているため、広く制度の広報を行い、協力会
員の募集を行っていく。

協力会員の募集については、市内の小学校の５・６年生の保護者及び市内の民生委員
児童委員あてに広報を行った。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ④⑤⑦⑧⑨⑩⑪

→

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策③地域内の見守り・支え合いの促進」　平成26年度自己評価シート

　地域住民一人ひとりが、日頃から地域内のつながりを大切にし、できることから取り組んでいくことが大
切です。ごみ出しや買い物の手伝い、少しの間子どもを預かること、孤立しがちな人の話し相手になること
など、一つひとつの手助けが、地域保健福祉を推進していくための大切な活動です。
　本市では、市社会福祉協議会と地区社会福祉協議会が連携して、地域住民の組織的な見守り・支え合い活
動である「小地域福祉ネットワーク活動」を実施しています。
　また、地域住民相互の支え合い・助け合いの活動を、より効果的に行うことができるよう、「新たな避難
所運営マニュアルの作成」等の取り組みを通して、支援を必要とする方に支援が行き届く仕組みや、支援活
動の継続的・安定的な運営の仕組みづくりを推進します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p60より抜粋】

１５　新たな避難所運営マニュアルの作成

東日本大震災における避難所運営の反省を踏まえ、平成2５年４月に作成した「仙台
市避難所運営マニュアル」を参考に、地域団体、施設管理者、市の担当職員の三者協
働による「地域版避難所運営マニュアル」作成の推進を図る。
また、地域版マニュアル作成後は、避難所運営訓練での検証等を通じて更新を行って
いく。

危機管理室防災計画課・市民局市民生活課

４月　組織改正等に伴い、避難所担当課割り当てを一部変更
　　　避難所担当職員研修会の実施
４月～地域版マニュアル未作成の地域において事前協議を実施（地域団体、施設管理
者、市担当職員）
　　　地域版マニュアル作成済みの地域において避難所運営等訓練を実施（同上）

5
重点施策「地域内の見
守り・支え合いの促
進」の推進に対して

（１）貢献できたこと

平成27年1月31日現在
・事前協議実施状況　１００.0％
・地域版マニュアル作成状況　75.4％
・避難所運営等訓練の実施状況　78.5％（マニュアル作成中の地域を含む。）

（２）課題と今後の取り組みの方向性

・地域版マニュアル作成やその準備をしている地域の課題を整理し、支援体制を検討
していく。
・地域版マニュアルの作成後は、運営関係者で共有する。また、地域版マニュアルに
基づく避難所運営訓練の実施を推進し、実施後は検証を行い、必要により見直しを行
う。また、地域団体など避難所運営関係者との顔の見える関係を構築しながら、地域
の実状に応じた防災体制づくりを引き続き支援していく。

・全市版マニュアル配布時に、関係機関に対する説明を実施し、市の取組みについて
の理解を得ている。
・地域版マニュアルの作成については、全庁的な取り組みとして区や避難所担当課が
地域に入り、避難所関係者（地域や学校等）と協議を行っている。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ①②⑤⑥⑦⑧⑨⑩⑪

→

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策③地域内の見守り・支え合いの促進」　平成26年度自己評価シート

　地域住民一人ひとりが、日頃から地域内のつながりを大切にし、できることから取り組んでいくことが大
切です。ごみ出しや買い物の手伝い、少しの間子どもを預かること、孤立しがちな人の話し相手になること
など、一つひとつの手助けが、地域保健福祉を推進していくための大切な活動です。
　本市では、市社会福祉協議会と地区社会福祉協議会が連携して、地域住民の組織的な見守り・支え合い活
動である「小地域福祉ネットワーク活動」を実施しています。
　また、地域住民相互の支え合い・助け合いの活動を、より効果的に行うことができるよう、「新たな避難
所運営マニュアルの作成」等の取り組みを通して、支援を必要とする方に支援が行き届く仕組みや、支援活
動の継続的・安定的な運営の仕組みづくりを推進します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p60より抜粋】

１６　地域支えあいセンター事業

市内の借り上げ民間賃貸住宅に居住する被災者を対象に、情報提供や巡回相談、交流イベント、サロン活
動を行う被災者支援事業。区ごとに常設の支えあいセンターを設置し、相談しやすい体制をつくるととも
に、高齢者から順次、個別訪問活動を実施し、地域の支援活動の促進を図る。26年度からは復興公営住
宅への定期訪問を新たに実施し、入居者の自立を支援している。

仙台市社会福祉協議会

前年度に引き続き、各区単位の常設支えあいセンターを設置運営し、被災世帯の生活課題や福祉ニーズに
応じた支援活動及び地域の支援者との関係づくりを進めた。
・来訪、電話による相談受付：84件
・交流イベント・サロン活動等：306回開催・延べ6,146名参加
・個別訪問支援活動：延べ5,118回訪問
・被災世帯向け定期ダイレクトメール送付：6回・延べ30,000通
・復興公営住宅定期訪問：156世帯・延べ576回

5
重点施策「地域内の見
守り・支え合いの促
進」の推進に対して

（１）貢献できたこと

・借上げ民間賃貸及び借上げ公営住宅入居世帯への個別訪問に加え、被災者の生活再建に向けた新たな取
り組みとして、復興公営住宅入居者への定期訪問を開始した。
・訪問活動で把握した世帯状況について、行政等との情報共有、意見交換、事業の調整などを行った。
・サロン活動については自主グループ化など、参加者の自立を意識した対応を進めた。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

・借上げ民賃・公営住宅入居世帯については未だ再建方針の定まらない世帯は絞られてきており、支援の
終着点をどこに定めるべきか苦慮している。また、復興公営住宅入居世帯についても、自治会形成が進む
中で見守り活動の役割をどの時点で引き継ぐことができるか、関係機関と共通認識の下で見定める必要が
ある。
・支援対象の変化に応じて事業体制見直しを進め、関係機関や地域住民組織と連携を深めつつ世帯の自立
を支援していく。

・行政との関係については、生活再建推進室主催の被災者支援連絡調整会議・ワーキンググループを通じ
て情報共有を行い、支援対象世帯への共通した対応方針を協議しながら支援活動を進めることができた。
・町内会、地区社協、NPO、ボランティア団体、企業については、各種イベント・サロン活動等の機会に
協力を得ながら開催することができた。
・市・区社協については、特に区社協CSWの支援を受けながら活動を行うことができた。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ③

→ ①

→ ①②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩⑪

→ なし

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策③地域内の見守り・支え合いの促進」　平成26年度自己評価シート

　地域住民一人ひとりが、日頃から地域内のつながりを大切にし、できることから取り組んでいくことが大
切です。ごみ出しや買い物の手伝い、少しの間子どもを預かること、孤立しがちな人の話し相手になること
など、一つひとつの手助けが、地域保健福祉を推進していくための大切な活動です。
　本市では、市社会福祉協議会と地区社会福祉協議会が連携して、地域住民の組織的な見守り・支え合い活
動である「小地域福祉ネットワーク活動」を実施しています。
　また、地域住民相互の支え合い・助け合いの活動を、より効果的に行うことができるよう、「新たな避難
所運営マニュアルの作成」等の取り組みを通して、支援を必要とする方に支援が行き届く仕組みや、支援活
動の継続的・安定的な運営の仕組みづくりを推進します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p60より抜粋】

１７　安心の福祉のまちづくり事業

地区社会福祉協議会による被災者支援活動や地域コミュニティの再生強化に繋がる活
動に対して活動費を助成するとともに、区社会福祉協議会による活動支援を通して、
地域住民がともに支えあう地域づくり進める。

仙台市社会福祉協議会

区社会福祉協議会の活動支援により、地区社会福祉協議会が中心となり被災者支援活
動及び地域コミュニティ再生強化活動を19件実施した。

5
重点施策「地域内の見
守り・支え合いの促
進」の推進に対して

（１）貢献できたこと

対象となった事業の計画立案には、地域の方々とCSWが共に取り組むことで効果的
な支援を実現した。また、関係機関団体と連携しながら、みなし仮設住宅入居者や復
興公営住宅入居者、地域住民を対象としたサロン活動やイベントの開催など地域交流
の場の設置、災害時要援護者支援体制づくりなど地域の孤立防止などにつながる活動
を支援できた。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

復興公営住宅入居者が増える一方で、仮設住宅に残る方も多数存在することから、転
居先の地域で孤立することなく生活できる基盤作りを支援するとともに、仮設住宅に
残る方への対応も検討する。また、地域ごとの特徴や課題を早期に地区社会福祉協議
会へ伝え、市社会福祉協議会区事務所が中心となり、課題解決のための取り組み支援
を進めていく。

被災者支援のための活動費を助成する際に、地区社会福祉協議会と町内会、民生委員
児童委員等との情報共有を進め、共通理解のプロセスを丁寧に行うことで、町内会等
に加入していない一時的に入居している被災者支援についても、それぞれの地域団体
で支援する必要性があることの理解が得られた。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ⑤⑦⑧⑨⑩⑪

→

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策④災害時要援護者支援体制の構築」　平成26年度自己評価シート

　災害時要援護者の安全・安心を守るためには、日頃からの見守り活動などを通じて、地域における支え合
い・助け合いによる支援の体制を整えておくことが必要です。東日本大震災においても、災害時の地域住民
相互の助け合いの必要性が確認されました。
　日頃から地域の各団体が連携しながら、地域内の高齢者・障害児(者)のみならず、災害時などの緊急的な状
況において手助けが必要となる妊産婦や乳幼児・児童・外国人などの要援護者の所在や状況を把握するとと
もに、その情報を共有し、具体的な支援の方法について話し合っておくことが大切です。
　震災時の反省点を踏まえ、災害時要援護者の安全を確保するため、災害発生時における地域住民相互の支
え合い・助け合いによる避難支援の仕組みづくりを促進するとともに、被災後の要援護者の支援体制のさら
なる整備に取り組みます。【｢支え合いのまち推進プラン｣p62より抜粋】

１８　災害時要援護者避難支援の推進

災害時要援護者の避難支援に関する基本的な考え方や進め方を明らかにする避難支援
プラン（全体計画）に基づき、地域における支援体制の構築を推進する。

健康福祉局総務課

・平成25年度に作成し、配布した「災害時要援護者支援の進め方」や「障害のある
方への接し方」を記した資料集「町内会・自主防災組織等で取り組む災害時要援護者
支援の進め方」を、要望のあった地域の方へ配布を行った。
・平成24年度・25年度に引き続き、災害時要援護者登録制度に登録された災害時要
援護者情報リストを町内会・民生委員などの地域団体等へ配布を行った。

5
重点施策「災害時要援
護者支援体制の構築」
の推進に対して

（１）貢献できたこと

・平成2５年度に引き続き、地域における災害時要援護者支援体制づくりを進めるう
えで参考となる資料を提供した。また、仙台市地域防災リーダー養成講習会などで地
域での要援護者の支援体制づくりの進め方について説明を行い、災害時要援護者登録
制度及び要援護者の支援体制づくりの周知を図った。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

・災害時要援護者登録情報リストを平成24年12月から配布しているが，受領してい
ない町内会やリストを受領したものの支援体制づくりが進んでいない地域も見られる
ことから，関係部局が連携して必要な支援を行う。
・登録が必要にもかかわらず申請しない要援護者に対して、区役所へ来庁した際に登
録勧奨を行ったり、民生委員による登録勧奨をするなど、継続した周知を行う。

地域における災害時要援護者支援の取り組みについて、その必要性を理解してもら
い、少しずつではあるが、地域の実情にあわせて取り組みが進められている。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ⑤⑦⑧⑨⑩⑪

→ なし

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策④災害時要援護者支援体制の構築」　平成26年度自己評価シート

　災害時要援護者の安全・安心を守るためには、日頃からの見守り活動などを通じて、地域における支え合
い・助け合いによる支援の体制を整えておくことが必要です。東日本大震災においても、災害時の地域住民
相互の助け合いの必要性が確認されました。
　日頃から地域の各団体が連携しながら、地域内の高齢者・障害児(者)のみならず、災害時などの緊急的な状
況において手助けが必要となる妊産婦や乳幼児・児童・外国人などの要援護者の所在や状況を把握するとと
もに、その情報を共有し、具体的な支援の方法について話し合っておくことが大切です。
　震災時の反省点を踏まえ、災害時要援護者の安全を確保するため、災害発生時における地域住民相互の支
え合い・助け合いによる避難支援の仕組みづくりを促進するとともに、被災後の要援護者の支援体制のさら
なる整備に取り組みます。【｢支え合いのまち推進プラン｣p62より抜粋】

19　災害時要援護者情報登録制度

障害者や高齢者等の災害時要援護者本人から市への申出により災害時要援護者として
登録し、登録した方の情報を市から町内会や民生委員、社会福祉協議会、地域包括支
援センターに提供することにより、地域の支え合いによる支援体制づくりを推進す
る。

健康福祉局社会課

・町内会をはじめとする地域団体等へ年4回（6月・9月・12月・3月）災害時要援護者リス
トを配布
・地域向け資料の増刷・配布を行ったほか、地域団体等の会議や地域懇談会等で説明を行うな
ど、地域への制度周知や取り組み支援を行った。
・在宅高齢者世帯調査、各種福祉サービス手続き（障害者ふれあい乗車証交付及び障害者福祉
タクシー利用助成、障害者自家用車燃料費助成などの案内）に合わせて、必要な方への登録勧
奨を行った。
●平成26年度末時点の登録者数：14,200人
●リスト提供先町内会数：1,219団体

5
重点施策「災害時要援
護者支援体制の構築」
の推進に対して

（１）貢献できたこと

・地域の支援体制づくりに役立ててもらうよう、「災害時要援護者リスト」による情
報提供を行った。
・全町内会の9割がリストを受領しており、徐々にではあるが地域において支援体制
づくりが進められてきている。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

・リストを受領していない町内会や、支援体制づくりが進んでいない地域も見受けられることから、より
分かりやすい地域向け手引きを作成するなど、地域の取り組みを支援していく。
・引き続き必要な方への登録勧奨や制度周知に努める。
・災害対策基本法改正により災害時要援護者の名簿作成が法定化されたことを踏まえ、住民登録情報に基
づく正確な要援護者の情報を把握し、地域へ提供するためのシステム改修や制度の見直しを行っていく必
要がある。

関係各課や民生委員、福祉団体等の協力を得て、必要な方への登録勧奨と制度周知を
行った。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ③

→ ③⑪

→

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策④災害時要援護者支援体制の構築」　平成26年度自己評価シート

　災害時要援護者の安全・安心を守るためには、日頃からの見守り活動などを通じて、地域における支え合
い・助け合いによる支援の体制を整えておくことが必要です。東日本大震災においても、災害時の地域住民
相互の助け合いの必要性が確認されました。
　日頃から地域の各団体が連携しながら、地域内の高齢者・障害児(者)のみならず、災害時などの緊急的な状
況において手助けが必要となる妊産婦や乳幼児・児童・外国人などの要援護者の所在や状況を把握するとと
もに、その情報を共有し、具体的な支援の方法について話し合っておくことが大切です。
　震災時の反省点を踏まえ、災害時要援護者の安全を確保するため、災害発生時における地域住民相互の支
え合い・助け合いによる避難支援の仕組みづくりを促進するとともに、被災後の要援護者の支援体制のさら
なる整備に取り組みます。【｢支え合いのまち推進プラン｣p62より抜粋】

２０　福祉避難所の機能強化

災害時に障害者や要介護者等個々の状況に応じた対応を行うため、福祉避難所として
協定を締結する施設を増やすほか、資機材や備蓄物資の充実を図る。

健康福祉局総務課

１　食料・飲料水の備蓄及び自家発電設備等の設置
・指定管理施設について、平成24年度から段階的に備蓄倉庫及び非常用発電装置の設置を行っている。
・民間施設については平成24年度から食糧・飲料水の備蓄購入費補助を行っている。
・防災無線をについては、消防局において平成24年度から段階的に設置しており、平成25年度末までに
は概ね設置済みとなっており、26年度については平成25年度に新たに福祉避難所として協定を締結した
3施設に設置した。
２　障害者施設及び介護老人保健施設等との協定締結
・東日本大震災において対応が不十分であった知的・精神障害者の避難先の確保については、平成24年
度に6施設、平成25年度に2施設追加で協定を締結しており、平成26年度には3施設と協定を締結した。
今後も障害者支援施設との協定締結を進める。
・医療的ケアが必要な要援護高齢者の避難先を確保するため、平成25年度に市内の介護老人保健施設21
施設及び特別養護老人ホーム3施設、合計24施設と追加で協定締結を行っており、平成26年度には特別
養護老人ホーム2施設と協定を締結している。平成26年度末時点では合計１０６施設と協定を締結してい
る。
　今後も開所後概ね２年経過した特別養護老人ホーム及び介護老人保健施設及び障害者支援施設との協定
締結を進める。
３　福祉避難所への介護員派遣マニュアルの策定
・福祉避難所開設時に必要な人員を市が派遣するため、平成25年度に「福祉避難所への介護員の派遣協
力に関する協定」を締結している。平成26年度にはこの協定に基づき、災害時に仙台市と協定を締結し
ている「福祉避難所」に対し，訪問介護事業所から円滑に介護員の派遣を行うために「福祉避難所への介
護員派遣マニュアル」を策定し、必要な手順等を定めた。

5
重点施策「災害時要援
護者支援体制の構築」
の推進に対して

（１）貢献できたこと

福祉避難所として障害者支援施設・介護老人保健施設などの社会福祉施設と協定を締結する施設数を増や
すことにより、福祉避難所を円滑に運営するための環境を整えたこと。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

大規模災害時には人員を派遣できるよう環境を整えているが、人員を確保することが困難な場合も想定さ
れることから、本市からの人員支援が得られなくても、福祉避難所を開設できる人員確保策を施設運営団
体や各運営法人内において検討してもらう必要がある。

福祉避難所の機能強化協定に関して、協定を締結する施設を増やし、福祉避難所の円滑な運営ができるよ
う環境を整えたこと。
「福祉避難所への介護員の派遣協力に関する協定」を締結した事業所に対し、「福祉避難所への介護員派
遣マニュアル」を通知し、訪問介護事業所において円滑な介護員の派遣を行えるよう手順を定めたこと。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成2６年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ②

→ ⑪

→ ⑦⑧

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策④災害時要援護者支援体制の構築」　平成26年度自己評価シート

　災害時要援護者の安全・安心を守るためには、日頃からの見守り活動などを通じて、地域における支え合
い・助け合いによる支援の体制を整えておくことが必要です。東日本大震災においても、災害時の地域住民
相互の助け合いの必要性が確認されました。
　日頃から地域の各団体が連携しながら、地域内の高齢者・障害児(者)のみならず、災害時などの緊急的な状
況において手助けが必要となる妊産婦や乳幼児・児童・外国人などの要援護者の所在や状況を把握するとと
もに、その情報を共有し、具体的な支援の方法について話し合っておくことが大切です。
　震災時の反省点を踏まえ、災害時要援護者の安全を確保するため、災害発生時における地域住民相互の支
え合い・助け合いによる避難支援の仕組みづくりを促進するとともに、被災後の要援護者の支援体制のさら
なる整備に取り組みます。【｢支え合いのまち推進プラン｣p62より抜粋】

２１　障害者災害対策推進事業（災害時ボランティア養成事業）の実施

手話奉仕員やガイドヘルパー等専門ボランティアの日常の活動を、災害時においても
活かせる体制づくりを行う。

健康福祉局障害企画課

○災害時専門ボランティアの第3回国連防災世界会議パブリックフォーラムへの参加
（参加者　42名）
○災害時専門ボランティアの仙台市総合防災訓練への参加（４名）
○災害時専門ボランティア（手話、点訳・朗読、移動支援）の登録・更新（H26年
度末登録者 152名）

5
重点施策「災害時要援
護者支援体制の構築」
の推進に対して

（１）貢献できたこと

パブリックフォーラムや総合防災訓練への参加を通じて、自分たちの役割を再認識
し、ボランティアや関係機関を含めた地域との繋がりの大切さや、普段からの備えの
重要さも再認識することができた。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

引き続き専門ボランティアの育成に努めると共に、災害時に活動しやすい体制の構築
に努める。

市の総合防災訓練に参加し、実際の災害でさまざまな市民が集まることを想定した中
での活動を確認することができた。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ①③⑤⑩⑪

→ なし

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策⑤地域での相談機能の充実」　平成26年度自己評価シート

　市民意向調査において、地域で安心して生活するための施策として、４割を超える方が「地域の身近な場
所で相談できる窓口を増やす」ことと回答しています。地域の身近な相談窓口としての、民生委員や障害者
相談員の活動、福祉施設などにおける相談支援機能を充実します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p66より
抜粋】

２２　被災者生活再建相談等事業

　仙台市内の応急仮設住宅を戸別に訪問し、住まいや就労など被災者の生活再建に関する意向
や日常生活における課題等を把握するとともに、相談内容に応じた情報提供等を行うほか、訪
問の結果、住まいの再建や日常生活の継続の面において課題のある方に対して、区役所や関係
機関と連携しながら住まいの再建に向けた支援を行う。

復興事業局生活再建推進室

戸別訪問により把握した課題等や支援の必要性により、世帯を４つに分類し、住まいの再建や健康面の双
方に課題のある世帯に対しては、区役所、関係機関と連携しながら個別支援計画を策定し再建に向けた個
別支援を行った。
また、分類に応じて、健康支援のほか、復興公営住宅への申込み勧奨や住宅再建相談会の案内など、住ま
いの再建に向けた各種情報提供を行った。
◎仮設入居世帯数　H26.4.1　8,901世帯⇒H27.4.1　6,936世帯
○個別支援対象世帯　H26.4.1：263世帯⇒H27.4.1：147世帯
○個別支援以外　戸別訪問実施世帯数　3,259世帯
　H26.4.1検討中世帯：936世帯⇒H27.4.1検討中世帯：473世帯
　H26.4.1未接触世帯数：394世帯⇒H27.4.1未接触世帯数：143世帯
　住宅再建相談会　各月1回計12回開催、延べ相談件数232件
　

5
重点施策「地域での相
談機能の充実」の推進
に対して

（１）貢献できたこと

・被災された方から直接お話を伺うことによって、現在の生活状況や今後の住まいの再建方針等をきめ細
かく把握できたことに加え、生活再建に関する相談等に対して、必要な情報提供等を行うことができた。
・また、訪問により把握した被災者の情報を区役所や関係機関と共有することにより、特に課題のある被
災者に対して、連携による多様な支援が可能となった。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

・すべての被災者が新たな住まいに支障なく移行できるように再建方針等を把握するととも
に、住まいの再建や日常生活の継続の面で課題のある方の抽出や、こうした世帯への支援策を
具体的に実施していくことが必要である。特に住まいの再建に課題を抱えている世帯に対して
は、個別支援計画を策定し各世帯の状況に合わせた個別の支援を行っていく必要がある。
・そのため、個別支援が必要な世帯に対して専任の生活再建支援員を配置し、各世帯の状況に
応じた支援を継続して実施することにより円滑な住まいの再建につなげていく。

・各区で連絡調整会議、ワーキングを継続することで、区役所や関係機関、社協等と連携した支援が実施
できた。
・戸別訪問では、住まいの再建方針だけでなく、新たに健康面や精神面で課題のあると思われる方が見つ
かる場合もあり、こうしたケースはワーキングを通じて、区保健福祉センターによる健康支援や関係機関
による見守り等につなげている。
・戸別訪問により把握した世帯状況等の情報について関係機関で共有できるよう、支援対象世帯から、関
係機関への情報提供についての同意を取り、円滑な支援につなげている。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ⑤⑧⑨⑩⑪

→ なし

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策⑤地域での相談機能の充実」　平成26年度自己評価シート

　市民意向調査において、地域で安心して生活するための施策として、４割を超える方が「地域の身近な場
所で相談できる窓口を増やす」ことと回答しています。地域の身近な相談窓口としての、民生委員や障害者
相談員の活動、福祉施設などにおける相談支援機能を充実します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p66より
抜粋】

23　地域における各種相談員の活動に対する支援（民生委員）

　地域において活動する民生委員や障害者相談員に対して、それぞれの活動がより円
滑に効果的に行われるよう、地域保健福祉に関する情報提供などの支援を行う。

健康福祉局社会課

民生委員のより円滑な地域活動を支援する目的で、地区民児協会長を対象にした研修会、新任
民生委員を対象とした研修会を全市または各区単位で実施するとともに、中堅民生委員を対象
に市民児協が主催した研修会（仙台市民生委員児童委員大会）に共催した。また、毎月、市民
児協理事会において関係各課から地域保健福祉に関する情報提供を行った。
＜参考＞
市内6５地区の民児協において、民生委員が行った相談支援（延べ41,470件）は下記のとお
り。
　○内容別
      日常的な支援 10,341件、健康・保健 4,487件、子供の地域生活 2,876件
　○分野別　高齢者関係 26,233件、障害者関係 2,324件、子供関係 5,590件、
      その他 7,323件
　○訪問回数　訪問・連絡活動 176,999回、その他 93,350回
　○連絡回数　委員相互 86,296回、その他関係機関 54,524回

5
重点施策「地域での相
談機能の充実」の推進
に対して

（１）貢献できたこと　※簡潔にご記入ください。

住民からの様々な相談への対応や支援活動が円滑に行えるよう、全市または各区で研
修会を開催したほか、毎月、市民児協理事会において関係各課から情報提供を行うと
ともに、区保健福祉センターにおいても、毎月、区民児協委員会を開催し、民生委員
活動の課題共有や各課からの情報提供を行うことで、民生委員による地域での相談機
能の充実に貢献した。

（２）課題と今後の取り組みの方向性　※簡潔にご記入ください。

多様化している福祉課題や復興公営住宅に居住する要援護者への見守り活動や生活困
窮者との関わりなど、民生委員の活動はますます重要になっており、活動が円滑に進
められるよう関係機関との情報共有を進める。

町内会、地区社協、区役所、地域包括支援センターなどの関係団体・機関と連携し、
対応が難しいケースについては専門機関につなぐなど連携して取り組んでいる。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ①③④⑤⑪

→ なし

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策⑤地域での相談機能の充実」　平成26年度自己評価シート

　市民意向調査において、地域で安心して生活するための施策として、４割を超える方が「地域の身近な場
所で相談できる窓口を増やす」ことと回答しています。地域の身近な相談窓口としての、民生委員や障害者
相談員の活動、福祉施設などにおける相談支援機能を充実します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p66より
抜粋】

２４　障害者相談支援事業所による相談事業

市内各所の相談支援事業所において、障害のある方等からの相談に応じ、必要な情報
提供、助言や障害福祉サービスの利用支援等を行う。

健康福祉局障害者支援課

市内16か所にて障害者相談支援事業を実施。一部の事業所においては，障害当事者
による相談支援も実施している。
○相談支援を利用している障害者等の人数　　障害者 2,854人　　障害児 427人
　計 3,281人
○支援方法別支援延件数　　訪問 3,858件，来所相談 3,467件，同行 986件，電
話相談 25,089件，電子メール 1,362件，個別支援会議　1,353件，関係機関
16,319件，　その他 379件，合計 52,813件

5
重点施策「地域での相
談機能の充実」の推進
に対して

（１）貢献できたこと

・一部事業所は365日相談を受ける体制を整えている。
・障害当事者による相談支援（ピアカウンセラーの配置）により，多様なニーズに対
応することができる。
・個別相談にあたり，必要に応じて，障害福祉サービス事業所や区役所等の関係機関
との連携を図っている。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

・多様化する相談に対応するため，関係機関との連携を行う他，地域における課題抽
出を行い，地域生活支援ネットワークの開催等（整理番号96）と連動した取り組み
を展開する。

・個別支援においては，障害者ケアマネジメントの手法を用いた支援により，関係機
関と支援目標等を共有した上で支援を行っている。また，地域生活支援ネットワーク
会議の開催により，「顔の見える関係」を構築し，そのネットワークを個別支援に活
用している。
・1事業所だけでは適切な相談支援の提供が困難な場合には，他相談支援事業所や区
役所等関係機関と連携した支援を行っている。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ①③⑤⑪

→ ⑦

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策⑤地域での相談機能の充実」　平成26年度自己評価シート

　市民意向調査において、地域で安心して生活するための施策として、４割を超える方が「地域の身近な場
所で相談できる窓口を増やす」ことと回答しています。地域の身近な相談窓口としての、民生委員や障害者
相談員の活動、福祉施設などにおける相談支援機能を充実します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p66より
抜粋】

２５　ひきこもり青少年等社会参加支援事業

ひきこもり者の状態に応じた適切な支援を図るため、ひきこもり地域支援センターを
はじめとした相談体制を強化するとともに、関係機関・支援団体との連携や一元的な
情報提供などの取り組みを推進する。

健康福祉局障害者支援課

ひきこもり地域支援センターにおいて，以下のとおりひきこもりに係る相談・支援事
業を行った。
○延べ相談件数： 1247 件　○アウトリーチ(訪問支援)延べ回数：85 回
○サロン延べ来所者数：936 人　○その他の普及・啓発活動：本人向け各種集団プ
ログラム・母親教室・父親教室・家族研修会・ひきこもり相談会等計 : 64  回
また，ひきこもりからの回復の初期段階にある方に対して，就労体験やボランティ
ア，イベント等の機会を提供し，社会参加に向けた支援を行うひきこもり青少年等社
会参加促進事業についても継続して実施し，ひきこもり地域支援センターと協働して
支援にあたった。

5
重点施策「地域での相
談機能の充実」の推進
に対して

（１）貢献できたこと

ひきこもり地域支援センターにおいて，本人及びその家族に対する相談対応や訪問等
による支援，相談機関の周知を行った。それに加えて，足を運びやすいよう，小規模
な地域相談会を開催し，相談のきっかけ作りを行った。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

今後も相談機能の充実及び普及・啓発活動に取組むとともに，地域に埋もれたひきこ
もり者に対する支援のため，地域住民への相談機関の周知や民生委員への働きかけを
行う。また，必要に応じて適当な支援機関へつなぎ，切れ目ない支援が提供できるよ
う，連携関係を強化していく。

　ひきこもり支援に携わる庁内各課公所と定期的に連絡会を開催し情報共有に努めた
ほか，他の庁内各課公所とも連携して地域相談会を開催した。また，対象者の状態に
合わせ，適切な支援機関に早期につなぐことでひきこもりからの脱却と自立を図って
いる。
　ひきこもり者は社会とのつながりが無いことが多く，把握が困難であることから，
地域の実情に通した民生委員・児童委員との連携が必要であると考えられる。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成25年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ①③④⑤⑩⑪

→ なし

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策⑤地域での相談機能の充実」　平成26年度自己評価シート

　市民意向調査において、地域で安心して生活するための施策として、４割を超える方が「地域の身近な場
所で相談できる窓口を増やす」ことと回答しています。地域の身近な相談窓口としての、民生委員や障害者
相談員の活動、福祉施設などにおける相談支援機能を充実します。〔支え合いのまち推進プランp66より抜
粋〕

２６　障害者の相談支援体制推進事業

関係機関が連携して障害者相談支援を行うとともに、地域における支援困難事例に適
切に対応するため、事業者、行政等関係機関の支援ネットワークの強化や、地域の社
会資源の改善および開発を推進する自立支援協議会の設置に向けた取り組みを進め
る。

健康福祉局障害者支援課

区内の相談支援事業所や社会福祉協議会、区役所等の関係機関が区ごとに定期的に集
まり、障害者福祉における現状や課題について意見交換を行い、各機関の取組みに反
映させている。また、１事業所だけでは適切な相談支援の提供が困難な場合には、事
例検討等を行い支援方針の確認や見直し等を行っている。
○会議の開催　開催回数90回　延参加者数1,006人
○事例検討の開催　開催回数58回　延参加者数860人　検討した事例の延件数100
件

5
重点施策「地域での相
談機能の充実」の推進
に対して

（１）貢献できたこと

・1事業所だけでは適切な相談支援の提供が困難な場合には、事例検討等を行い支援
方針の確認や見直し等を行っている。これにより、寄せられた相談に対する相談支援
の質を確保することができる。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

・効果的に意見交換や事例検討が行われるよう、会議の運営方法を定期的に見直して
いく。
・平成27年度から設置する区自立支援協議会のなかで、新たに相談支援を行う事業
者を含めた意見交換や事例検討等の取組みを継続的に実施していくとともに、参加者
の増加に対応できるグループワークの手法を検討する。

・会議や事例検討の目的、具体的な方法は参加者が主体的に決定し、随時見直しを図
りながら、効果的な会議となるよう配慮している。
・目的に合わせた会議資料を参加者自らが作成したり、必要に応じて関係機関に参加
を呼び掛けるなどの工夫により、議論が深まるよう配慮している。
・参加者の業務時間に合わせ、参加しやすい開催時間を設定している。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ①②③⑤⑥⑦⑧⑨⑩⑪

→ なし

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策⑤地域での相談機能の充実」　平成26年度自己評価シート

　市民意向調査において、地域で安心して生活するための施策として、４割を超える方が「地域の身近な場
所で相談できる窓口を増やす」ことと回答しています。地域の身近な相談窓口としての、民生委員や障害者
相談員の活動、福祉施設などにおける相談支援機能を充実します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p66より
抜粋】

２７　地域包括支援センターによる相談事業

地域包括支援センターにおいて、健康づくりや医療、介護、認知症に関することな
ど、生活全般に関する各種相談支援を行う。

健康福祉局高齢企画課

地域包括支援センターにおいて、健康づくりや医療、介護、認知症に関することな
ど、生活全般に関する各種相談支援を行った。

【地域包括支援センターに寄せられた相談件数】
　述べ相談件数：60,440件

5
重点施策「地域での相
談機能の充実」の推進
に対して

（１）貢献できたこと

・市内49箇所体制で地域の高齢者支援の身近な相談窓口として機能しており、初期
段階での相談対応や継続的・専門的な相談支援機能を発揮することで、地域の相談機
関の充実に貢献した。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

・今後高齢者の増加に伴い、相談件数が増加することが見込まれることから、引き続
き地域包括支援センターによる相談対応を行っていくほか、地域のケアマネジャーな
どに対する包括的・継続的ケアマネジメント支援を通した関係機関の相談対応能力の
向上等について取り組んでいく。

・地域包括支援センターは設置以来、一貫して地域に根差した活動を継続してきた結
果、日頃からの相談対応に関しても、地域内の協力関係を活かし、連携することがで
きる状況となっている。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ④⑤⑦⑧⑨⑪

→

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策⑤地域での相談機能の充実」　平成26年度自己評価シート

　市民意向調査において、地域で安心して生活するための施策として、４割を超える方が「地域の身近な場
所で相談できる窓口を増やす」ことと回答しています。地域の身近な相談窓口としての、民生委員や障害者
相談員の活動、福祉施設などにおける相談支援機能を充実します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p66より
抜粋】

２８　保育所地域子育て支援事業

保育所を活用して「保育所地域子育て支援センター」「子育て支援室」を設置し、子
育て家庭の交流の場の提供、育児相談、育児に関する情報の提供、子育てサークル等
への支援などを行う。

子供未来局運営支援課

○子育て家庭の交流の場の提供
【親子の集い・自由来所・行事の開放・体験保育など】参加者：98.,416人
○育児に関する情報の提供
・児童館、保健センター、市民センター、小児科など地域の施設に事業内容や情報を提供す
る。
○子育てに関する相談・援助の実施
【育児相談】電話相談：989件　　来所相談：11,255件　　その他：1,016件
○訪問型子育て支援事業実施（6か所）
【育児相談】訪問数：566件　　相談件数：2,795件

5
重点施策「地域での相
談機能の充実」の推進
に対して

（１）貢献できたこと

・地域子育て支援センターや支援室での育児相談、訪問型子育て支援事業における育
児相談の件数が昨年度より、大きく増加した。地域子育て支援センターが地域の子育
て家庭の中で身近な存在となったことや訪問型子育て支援事業について周知され気軽
に利用できる内容になったことが要因と考える。地域の子育て家庭に対し、相談機能
が充実したことで、子育てへの安心感につながったと思われる。

（２）課題と今後の取り組みの方向性

・利用の少ない地域へのPRと広報の内容や方法について工夫をしていくこと。
・保健福祉センターや児童館、民生委員など地域の関係機関と互いの事業内容を知
り、連携していくこと。

・地域子育て支援の関係機関に出向き、互いの事業内容を理解できるようにしてき
た。お互いの事業について知ることで、連携が取りやすくなり、新しい利用者や育児
相談などにもつながった。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成26年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→
⑪
医療機関，在仙の児童精神科
医，　　　臨床心理士会

→ なし

（２）課題と今後の取り組みの方向性

震災の影響による子どもの心のケアを適切に行うため、市立学校に対し、スクールカ
ウンセラーの派遣や心の健康調査を行うなど、学校における中長期的な取り組みを実
施するとともに、幼児健康診査の機会を活用して子どもと保護者に対する問診や保護
指導を行うほか、「子どものこころの相談室」において専門医による個別の診察や相
談を実施するなど、子供の心のケアの充実を図る。

子供未来局子育て支援課

各幼児健康診査において、「こころとからだの問診票」による震災後の保護者と対象
児の心身面の状態把握と聞き取り。延べ17,100人
児童精神科医及び臨床心理士による専門相談　延べ97人

5
重点施策「地域での相
談機能の充実」の推進
に対して

　幼児健康診査は対象年齢全数を対象としており、健康診査とこころのケアを組み合
わせることで効果的に子どもと保護者の状態を把握することができた。また、専門相
談が必要な方については、児童精神科医及び心理士が相談に応じ、治療の必要性の有
無を判断し、今後の支援方針を立て保護者と子どもの不安の軽減に努めることができ
た。

課題
①安定的な実施体制の確保（予算及び専門職種の確保）
②相談支援の充実

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策⑤地域での相談機能の充実」　平成26年度自己評価シート

　市民意向調査において、地域で安心して生活するための施策として、４割を超える方が「地域の身近な場
所で相談できる窓口を増やす」ことと回答しています。地域の身近な相談窓口としての、民生委員や障害者
相談員の活動、福祉施設などにおける相談支援機能を充実します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p66より
抜粋】

２９　震災に伴う子どもの心のケア事業

（１）貢献できたこと

相談実施にあたり、仙台小児科医会に問診票作成を依頼し使用している。
幼児健康診査に従事する小児科医、児童精神科医及び臨床心理士会に協力を得て専門
相談実施体制を整備し実施している。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）



1 取り組み・事業名

2 概要

3 担当課名

4 平成25年度実施状況

　■市の関係部局内との組織横断的な連携 → ①

→ ①

→ ④⑤⑪

→ なし

（２）課題と今後の取り組みの方向性　※簡潔にご記入ください。

・今後は震災当時未就学だった児童や被災地からの転入生，復興公営住宅への入居により転出入のあった
学校などへの支援が考えられるため，相談体制のさらなる充実に向けたSCの配置及び派遣を継続してい
く。
・震災後数年経過してからの児童生徒の心の健康状態の悪化（PTSD等の発症）が心配されることから，
今後も児童生徒の心の健康状態の把握に努めるとともに，精神科医や臨床心理士などの専門的な立場の方
からの支援体制を継続していくことが必要である。

第２期仙台市地域保健福祉計画「支え合いのまち推進プラン」

「重点施策⑤地域での相談機能の充実」　平成26年度自己評価シート

　市民意向調査において、地域で安心して生活するための施策として、４割を超える方が「地域の身近な場
所で相談できる窓口を増やす」ことと回答しています。地域の身近な相談窓口としての、民生委員や障害者
相談員の活動、福祉施設などにおける相談支援機能を充実します。【｢支え合いのまち推進プラン｣p66より
抜粋】

２９　震災に伴う子どもの心のケア事業

・スクールカウンセラー配置事業の運営に当たっては，学校との密な連携を図っている。またSCの採用
に当たっては，宮城県臨床心理士会からの協力を得ている。
・児童生徒心のケア推進委員会等において，精神保健福祉総合センターや健康福祉局，子供未来局及び東
北大学・宮城教育大学との連携・協力を図り，専門的な知識を有する方からのアドバイスをもらいながら
進めている。
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6
庁内または他の組織と
の連携状況

（１）連携状況

　■地域保健福祉活動の担い手との連携
　　※担い手とは（２）連携相手①～⑩のことをいう

　※以下から選択、番号を記入
　　①できた　②できなかった　③どちらともいえない　④必要なかった

（２）連携相手

　■連携できた相手

　■連携したかったができなかった相手

　 ※以下から選択、番号を記入（複数回答可）
　　①ＮＰＯ　　　②ボランティア団体　　③福祉サービス事業者　　④学校
　　⑤相談機関　　⑥企業　　⑦民生委員児童委員　　　　　⑧町内会
　　⑨地区社会福祉協議会　　⑩市及び区社会福祉協議会　　⑪市の関係部局

（３）上記の理由、具体的な連携の状況（うまくいった点、工夫した点など）

震災の影響による子どもの心のケアを適切に行うため、市立学校に対し、スクールカウンセラーの派遣や
心の健康調査を行うなど、学校における中長期的な取り組みを実施する。
また，今後の支援体制等について「児童生徒の心のケア推進委員会」等において専門家から助言をもら
い，具体的な施策に反映していく。

教育局教育相談課

【スクールカウンセラーの配置及び緊急スクールカウンセラーの派遣】
・震災の被害が甚大だった学校９校（以下支援対象校）への配置日数の増加を行った。（小学校６校に３
５日／年，中学校３校に５２～７０日／年）
・スクールカウンセラー（以下SC）未配置校３5校に18日／年の派遣を行った。
【心のケア支援チーム等の派遣】
・精神科医と臨床心理士からなる支援チームを支援対象校を含む仙台市内の小中高等学校にのべ29回／
年の派遣を行った。（派遣を行った学校数は計29校）
・支援対象校９校には上記支援チームの派遣に加え，定期的にのべ14回の精神科医派遣を行った。

5
重点施策「地域での相
談機能の充実」の推進
に対して

（１）貢献できたこと　※簡潔にご記入ください。

・支援対象校へSCの配置日数加増を継続したことにより，教職員とSCが連携して児童生徒の心のケアや
保護者からの相談等に対応することができた。
・SC未配置校へ緊急SC派遣を行うことにより，すべての市立小中高等学校で対応する体制を整えること
ができ，被災地域からの転入生の心のケアや保護者からの相談等に対応できた。
・震災後実施している「心とからだの健康調査」の結果や学校からの聞き取りによって，該当児童生徒の
在籍校に心のケア支援チームを派遣し，迅速な対応及び適切なアドバイスを行うことができた。
・支援対象校９校では，定期的に精神科医の派遣を行うことにより，教職員が心のケアの取組や相談体制
の充実に向けたコンサルテーションを受けることができた。


